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毛織物産業の変遷と生産動向に関する研究 
梳毛と紡毛の生産動向と要因 
A Study on transition and production trend of woolen industry: 






                              
Abstract 
 
The arrival of woolen fabrics has been around for quite some time. It was not until the Meiji era that domestic wool fabrics began to be produced.  
The Bishu area, which has developed as a woolen industry, has built the largest woolen area in the country by producing thin worsted and thick 
woolen textiles.  After the Second World War, the textile industry, which developed along with Japan's high growth period, took advantage of the 
boom, and the region of Bishu also showed a great deal of moisture.  There is a document on "100 Years of Japanese Wool". The record described 
the amount of wool produced.  I would like to clarify the factors of the year with high production volume from the production volume of thin 
woolen fabric and thick woolen fabric from 1945 to 1995.  Investigate the background of the social/fashion industry, fashion-related item production, 
etc. to clarify the factors. 
 



























物の各生産量がなぜ高くなったのか、その要因               表 1． 毛織物生産量 
は何かを検討することにした。 
各年度の内、第 2 次世界大戦後の日本経済が







                                                                  
2． 方法と分析 
 『日本毛織百年史』の「毛織物生産量」資料 















 一方、表１.紡毛織物の 1945年から 1995年間
の生産量は、1952 年から 1953 年間の増加の機
に 1956 年から多少の上下生産量を保ちながら





 終戦直後の 1945 年 9 月、GHQ は重要産業団体事業の撤廃を指令し、日本繊維産業団体は様々な事業閉鎖をやむなきに
至った。日本政府は GHQ の下に置かれていたが、繊維産業再建委員会を設置、1946 年に繊維産業の再建計画を GHQ に
提出し推進していく。1947 年繊維産業再建計画において GHQ は、梳毛精紡機 73 万 3,000 錘・紡毛カード 815 台・毛織
機約 1 万 4,000 台（日本毛織百年史，1997：358,360）を中間復元水準として指示し設備計画を許可した。繊維産業再建計
画の企図として、戦後の外資事情に鑑み、反毛(再生毛)などを国内原料として利用できる紡毛に重点を置き、羊毛輸入量
を抑え製品輸出額の均衡化させる意図とした。これらの動向から、梳毛より紡毛の方が先に生産量の増加が考えられる。











ある。社会動向は 1963 年からオリンピックの景気が高まり 1964 年東京オリンピックの開催、1970 年大阪万国博覧会が
開催される。話題関連では 1966 年人気アーティストのビートルズ来日、1967 年人気モデルツイッギー・ローソン来日が
挙げられる。さらに、1970 年代から『anan』『non- no』などの雑誌創刊時代が訪れ、様々なコーディネートやファッショ





表 1.梳毛織物 1977 年以降の生産量は、平均的な生産量を推移していくが、紡毛織物 1982 年から 1987 年間の生産量は
上昇している。繊維産業は、1976 年頃からファッションの多様化の要因もあり、小規模紡績会社群の設立強化（小工場、
低コスト、最高の技術、等）へと踏み切った。また、エコロジーブームから工業用水や廃水問題の処理対策に配慮しなが
ら、生産工程の合理化の強化、生産能力の増強をおこなった。紡毛織物 1982 年から 1987 年間の好況期に目立ったのは、
織物・二次加工の代表する素材として、欧州製羊毛（英国羊毛、仏式混紡糸羊毛）や豪州製羊毛など、ファッション性の




















質の毛織物、他との差別化の開発に取り組むようになる。学校の設立は、繊維産業のユニホーム部門の拡充となっていく。                
1954 年警察制度の変革により、警察官制服地のサージを販売拡大、1955 年女子通学服の主体を紺のサージ（W100%）に
置き、東京・大阪など大都市の私立女子校が指定する素材として生産、さらに百貨店を含む全国の制服納入業者に販売拡
大をおこなった。当時の百貨店の服地売り場・制服地・紺のサージ（W100%）は 48 番手双糸、36 番手双糸と示されてい
る（日本毛織株式会社、1997：499．第 7-3 表）。番手とは糸の太さを表し、双糸とは 2 本の単糸を撚り合わせて 1 本の糸
にしたものをいう。48 番手双糸、36 番手双糸は梳毛の中でも太番手でしっかりとしたスーツ地であったと考える。 
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1955 年から 1965 年代の学校制服は、男子は黒の詰襟服、女子は紺のセーラー服とスーツが圧倒的多数を占め、殆どが     
既製服であった。これらのことから、梳毛織物生産量 1956 年からの増加（表 1.）は、ファッションの流行品目だけでな





 ファッション市場の動向は 1960 年頃からの百貨店繁栄時代や量販店成長時代、1970 年前後からの国際的情報化時代、
その後の「バブル経済景気」前の向上期・高度選択時代の 1980 年代などを前述しているが、この約 30 年間は、経済的な






風作り、三つ目に 1980 年代の DC ブランドの影響で DC ブランド学生服の話題性と採用である。学生服の新しいスタイ






連合会設立、1948 年日本羊毛紡績会設立などが挙げられる。1950 年 6 月に朝鮮戦争が勃発する。繊維や鉄鋼の生産は急
増し「糸ヘン景気」「金ヘン景気」という新語が生まれたほど上昇した。しかし、1951 年 2 月頃から朝鮮戦争景気の反
動は、毛糸や毛織物の価格破壊へと影響を及ばした。特に軍需物資で大量生産した紡毛織物フラノは、生産過剰のため
に半値で投げ売りされるようになった。「フラノ旋風」と呼ばれた紡毛市場の混乱である。このような経過をたどり、毛
糸の基準価格は廃止され、完全な自由価格体制に至った。紡毛織物生産量 1952 年から 1953 年（表 1．）では、増加を示





 1951 年家庭内で毛編みのセーターが人気ブームとなる。このセーター人気を機に、1955 年雑種羊毛使いの太番手ブー
ム、豪州羊毛の太目・長目の傾向ブーム、その後、1957 年バルギ―セーター第一ブームやモヘアヤーン・ラメ糸混ヤー
ン・ツイードヤーンなどの紡毛開発による様々なファッション品目を製作に至り、紡毛糸と紡毛織物は発展する。 
 学生服の発展と増加は、1961 年頃からスクールセーターの発売増加に繫がった。1967 年から 1970 年手編み毛糸の全盛
時代を迎える。このことから、紡毛織物生産量 1971 年から 1973 年（表 1．）の増加要因は、さらに継続を考えた見込み
増加生産であったと考える。紡毛糸と紡毛織物は、1970 年以降、減少や復活を辿りながら、1976 年頃から羊毛布団への
開発、さらに、ファッション流行の追随として、1980 年頃から防縮加工・モヘア混スーパークリンプ加工、バルギ―ファ
ンシー加工など、紡毛の個性ある表現加工の開発へと進化する。この多様な表現加工開発は、1980 年から 1986 年の DC























































































（提出日 令和 2 年 12 月 2 日） 
